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Johnson社の会計システムの意義
―２０世紀初頭のDu Pont社への継承―

麻 場 勇 佑

Ⅰ．序

投資利益率の考え方は古く，産業革命期には既に存在する概念であり１，そ
の概念は投資回収を志向したものである２。資本主義経済下における企業は拡
大再生産を前提として企業活動を行う。すなわち，企業は事業に資本を投下し，
財の生産，販売を通じて，投下した資本を回収し，拡大再生産へとつなげる。
したがって，経営者にとっての投資利益率の基底は投資回収計算にある。

投資利益率の研究対象として，２０世紀初頭のDu Pont社３は欠かすことのでき
ない企業であることは論ずるまでもない。Du Pont社は，製造企業として初め

１ Adam Smithは『諸国民の富』の中で，「資材（stock）の利潤というものは，
それによって支払われる銀片の数で算定されるのではなくて，使用された全資
本に対してこれらの銀片がたもつ割合によって算定されるのである」と利潤率
について述べている。また，高浦忠彦教授の研究によれば，Smithが利潤率を利
潤額と峻別し，総資本に対する利潤額の比率として把握していることを指摘し
ている（Adam Smith, An Inquiry into the Nature and Causes of the Wealth of
Nations, １７７６.〔edited, wuth an introduction, notes, marginal summary and an
enlarged index by Edwin Cannan,５th edition, London,１９３０, vol. I, p.３３７.〕大内
兵衛・松川七郎訳『諸国民の富』Ⅰ 岩波書店 ５５６ページ，高浦忠彦「利潤率と資
本利益率について⑴」『立教経済学研究』第３３巻 第４号 １９８０年 １３７ページ）。

２ この点に関して，谷武幸教授も，投資利益率測定の目的を「投下資本の回収
ならびにそれをこえる収益性の計算である」と述べている（谷武幸『事業部業
績評価会計』千倉書房 １９７６年 １３７ページ）。

３ 以後，本稿においてDu Pont社とは，１９０２年の再編以後のDu Pont社のことを
指す。
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て投資利益率を軸とした会計システムを構築し，当時，最も先進的な管理会計
システムを持つ企業として知られている。すなわち，Du Pont社の先進性は投
資回収という企業の主要命題を達成するために，投資利益率と他の管理会計技
法を結合させ，制度化し，複雑な巨大企業を体系的にかつ集権的に管理したと
ころにある。そしてDu Pont社で用いられていた集権的会計システムがデュポ
ン・チャート・システム（the Du Pont Chart System）へと進化し，投資利
益率を軸とした経営管理体制が結実することになる。

このDu Pont社の会計システムは，２０世紀転換期に存在した市街鉄道関連会
社であるJohnson社から多大なる影響を受けている。したがって，Du Pont社
の会計システムを研究する以上，Johnson社を避けることはできない。しかし
ながら，Du Pont社における投資利益率を軸とした会計システムが，なぜDu
Pont社において成立したのかという視座に立った場合，その点が既存の
Johnson社研究において十分に解明されたとは言い難い。

本稿では，Johnson社がDu Pont社の投資利益率を軸とした会計システムに
多大な影響を与えたこと，そして，Du Pont社における投資利益率を軸とした
会計システムが先進性を持つに至った決定的理由，この２点を明らかにするた
めに投資利益率というキーワードを軸に両社の会計システムを概観していく。
しかし，単にシステム上の違いなどの表面的な違いだけを取り上げることには
あまり意味がない。両社の会計システムの構造だけを根拠に，Johnson社から
Du Pont社への会計システムの継承や，両社の会計システム上の異同を議論し
ても本質は視えてこない。なぜなら，会計の構造は求められる機能によって規
定され，その機能は経済的要因や経営状況，戦略および組織の影響を受ける形
で規定されるからである。したがって，そのような視座に立ち，会計システム
の変遷過程を追及する必要があり，同時にその目的，機能を明確にする必要が
ある。

そのためにも，まず，Du Pont社における投資利益率を軸とした会計システ
ムについて，その背景や意義を過去の筆者の研究をもとに簡単に概観する４。

４ ２０世紀初頭Du Pont社における投資利益率を軸とした会計システムに関して，
詳細は拙著（麻場勇佑「Du Pont社における投資利益率式の変遷とその機能」『会
計のリラティヴィゼーション』創成社 ２０１４年 １８８―２１２ページ）を参照。
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Ⅱ．Du Pont社における投資利益率を軸とした会計システム

Du Pont社は１９０２年の財務再編を契機として，垂直的に統合された火薬独占
体として再編されることになる。この再編において，それまで行われていた生
産における社会的分業が，企業内部へと移行し，これが企業内における分業を
促進した。その過程で，それまで市場において調整されていた種々の調整を，
企業内部において行う必要性が生じた。すなわち，垂直的統合の結果として，
中央集権的な職能別組織が強化されたのである。

統合されたDu Pont社では，単一製品・多職能企業が組織され，中央集権的
な販売組織，マネジメント，業務遂行体制の下で経営することが可能となった。
設備や人材の重複を避け，購買，製造，販売，輸送などの職能を低コストで体
系的に管理し，職能間に欠かせない調整を実現できるようになった５。そして，
これらの職能部門を統括し，部門間の調整を行うために設立されたのが，戦略
にかかわる意思決定をおこなうトップ・マネジメント組織であった経営委員会
（Executive Committee）６であった。Du Pont社はこの本社機構を中心に集権
的職能部門別組織を構築した。Du Pont社の経営委員会は主に，部門活動の調
整，総合政策の決定，財務資源の配分という３つの機能を重視していたが，最
も重要視されたのは財務資源の配分であった７。この財務資源の配分に用いら
れたのが投資利益率である。投資利益率を集権的会計システムの軸とすること
によって，Du Pont社では効率的に投資を回収できる適正な資源配分が可能と
なった。このように，Du Pont社では企業内分業に基づく組織的要請から，効

５ Alfred D. Chandler, Jr., Strategy and Structure: Chapters in the History of the In-
dustrial Enterprise, Cambridge, Massachusetts,１９６２, pp.５５―５６. 有賀裕子訳『組織
は戦略に従う』ダイヤモンド社 ２００４年 ７０―７１ページ。

６ Earnest DaleはDu Pont社のExecutive Committeeを「製造業におけるもっと
も古い総合的管理の委員会の１つ（One of the earliest general management
committees in industry）」と述べている。（Earnest Dale and Charles Meloy,

“Hamilton McFarland Barksdale and the Du Pont Contributions to Systematic
Management”, Business History Review, Vol.３６,１９６２, p１３２）.

７ A. D. Chandler, Jr. and S. Salsbury, Pierre S. du Pont and the Making of the
Modern Corporation, Harper & Row, New York,１９７１. p.１３４.
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率的な投資回収を意図した適正な資源配分を可能にするため，投資利益率を軸
とした集権的会計システムを構築したのである。

Du Pont社における集権的会計システムとは，全社的に統合された会計情報
の収集・総合・報告を可能にしたものであり８，集権的会計システムは経営委
員会による計画を補助し，製造，販売，購買という３つの主要部門の統制およ
び評価を可能にした９。そして，Du Pont社はこの集権的会計システムを用いて，
意思決定および業績管理を行っていたのである。

例えば，建設資金割当システムでは，競合する各事業・部門における建設資
金割当の手順を厳密に定め，さらに，その投資計画は投資利益率による評価基
準を満たしていなければならなかった。

また，予算管理においては，目標投資利益率を達成するような見積りによる
予算の提供が行われ，その予算に対しての差異分析が行われていた。このこと
は，Du Pont社において投資利益率が予算設定基準として機能し，投資利益率
を基準とした予算の提供およびそれに基づく業績管理が行われていたことを示
すものである。

上述のような集権的会計システムを運営する中で，日常的管理と長期的政策
活動の分離の必要性，製品の多角化，不況による売上高の減少といった経営状
況に直面し，これらに対応する必要性から，Du Pont社は戦略や組織を変更し
た。そして，１９１４年，Du Pont社は変更した組織に対応する形で，投資利益率
の分解式を基礎に，投資利益率と有機的に関連する指標を業績管理に利用する
に至った。

この分解式（図表１）は，F. Donaldson BrownがThomas Coleman du Pont
社長から，いくつかの業務部門の業績と実績に関する研究と報告（a study and
report on the performance and accomplishments of the several operating de-
partments）を要請された際に，この要請に答える形で導き出されたものである１０。

８ 上総康行『アメリカ管理会計史 上巻 萌芽期―生成期』同文舘 １９８９年 ２６０
ページ。

９ H. T. Johnson,“Management Accounting in an Early Integrated Industrial:
E.I. du Pont de Nemours Powder Company, １９０３―１９１２”, Business History Review，
Summer,１９７５, pp.１８６―１８７.
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報告書においてF. D. Brownが様々な業務部門の業績を測定するための基礎
にした数学式が，

Ｒ＝Ｔ×Ｐ１１

Ｒ：資本投資利益率（the rate of return on capital invested）
Ｔ：投下資本の回転率（the rate of turnover of invested capital）
Ｐ：売上高利益率（the percentage of profit on sales）

である１２。F. D. Brownによると，Ｒ（資本投資利益率）は経営の主たる責任に
基づく産業効率（industrial efficiency）の基本的かつ最終的な測定基準である。
また，Ｔ（投下資本の回転率）は工場（embracing plant）とその他の固定資

１０ F. Donaldson Brown, Some Reminiscences of an Industrialist, Hive Publishing
Company, Easton,１９７７, p.２６.

１１ 最初の式は［Ｒ＝］Ｇ（投下資本の回転率）×g（売上高利益率）であったという
（高浦忠彦 『資本利益率のアメリカ経営史』中央経済社 １９９２年 １０１ページ）。
しかし，このＧ×ｇ式を用いていたのがF. D. Brownかどうかは定かではない
（高梠真一 『アメリカ管理会計生成史―投資利益率に基づく経営管理の展開―』
創成社 ２００４年 １６１―１６３ページ）。

１２ F. D. Brown, op. cit., p.２６.

図表１ 投資利益率の関連式

〔出所〕T.C. Davis, How DuPont Organization Appraises its Performance and
Concluding Remarks, American Management Association Financial Manage-
ment Series : No.９４,１９５０, p.７.
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本投資（other fixed investment items），そして運転資本（原材料，仕掛品，
完成品，受取勘定，そして必要な営業キャッシュ残高）という構成要素に分解
されている１３。すべての投下資本は，それぞれ別々に売上高に反映され，すべ
ての費用は，それぞれ，別々に売上高利益率に反映される１４。この投資利益率
の分解式は後のデュポン・チャート・システムの基礎をなすものである。

１９１４年の投資利益率の分解式に基づいた業務部門の業績管理システムの意義
は，販売量の拡大をもたらす価格切り下げ（price reductions）の効果を投資
利益率との関係性において分析できるようになったこと１５，そして，投資利益
率へ影響するそれぞれの指標の有機的な関連性を明示したことにある。それを
業績管理に利用することで，それまでの投資利益率に基づいた各指標の予算お
よび見積原価の設定，およびその数値にもとづいた個人の評価・管理がよりシ
ステマティックにできるようになった。

当時のDu Pont社は各部門がコストセンターであるがゆえに，投資利益率で
もって，各部門長の業績を管理することは不可能であった１６。したがって，総
合指標である投資利益率そのものは各製品別に計算され，製品別の業績評価基
準として機能した。さらに，投資利益率は各責任単位の管理基準となる各原価
構成項目予算の設定基準として機能していた。換言すれば，分解式は材料の投
入から販売による売上の獲得に至るまでの一連の流れにおける全ての地点おい
て個人の責任と結びつき，各地点における業績管理を可能としたのである。

そして，投資利益率を軸とした業績管理システムは，デュポン・チャート・
システム下において，事業部制導入という前提のもとさらに精緻化され，組織
全体を包摂した業績管理基準としても機能させるため，事業部門の最終的な業
績管理指標である投資利益率から各原価構成項目にいたるまでのすべての地点
で，個人の責任と結びつけられるようになったのである。

１３ Ibid., pp.２６―２７.
１４ Ibid., p.２７.
１５ Ibid., p.２７.
１６ 詳しくは拙稿「デュポン火薬会社における管理会計の成立過程―１９１４年の投

資利益率の分解公式化」『経営会計研究』第１６号 ２０１２年３月 ７０ページを参照。
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Ⅲ．Johnson社研究の意義

２０世紀初頭におけるDu Pont社での投資利益率を軸とした会計実践の発展過
程は第Ⅱ章のとおりである。第Ⅳ章以降で具体的なJohnson社の歴史や会計シ
ステムを検討する前に，本章において，投資利益率の研究対象として，
Johnson社がDu Pont社同様重要であることを，先行研究を踏まえたうえで明
確にする。

Johnson社を投資利益率の研究対象とする理由として，主に，Du Pont社へ
の人的な繋がり，組織面での継承，会計面での継承の３点が挙げられる。

まず，Du Pont社との人的な繋がりについて，１９０３年のDu Pont社経営委員
会のメンバー７名のうちT. C. du Pont，Pierre Samuel du Pont，Aurther J.
Moxhamの３名がJohnson社における経営経験があった１７。

上述の人的なつながりが，２０世紀初頭のDu Pont社の組織や会計に大きな影
響を与えたことは，容易に想像がつくであろう。この点について，Alfred D.
Chandlerは，Du Pont社において１９０３年以降の合同戦略を遂行し，集権的な組
織を作るにあたって，「PierreとColemanはLorainでの経験をよりどころにし
た。Lorain Steel社の顧客や競合他社は，技術面でも，マネジメント効率の面
でも，時代の最先端を走っていた。Lorainの新工場は，Henry Clay Frickや
Carnegieが改善を施した工場レイアウト，製造組織などをいち早く取り入れ
ていたはずだ。Lorainはまた，電機エンジン分野の競合GEやWestinghouseか
らも，セールスやエンジニアリングの組織を集権化する手法について，多くを
学んでいたに違いない１８」と述べ，レイアウト，生産管理組織，及び生産組織
と販売組織の調整の面においての，Johnson社からDu Pont社への継承につい
て触れている。加えて高浦教授は，財務管理面においても，Johnson社からDu
Pont社への継承が行われていることを指摘している１９。

１７ 高浦忠彦「ジョンソン社の財務管理―１８８９年度アニュアル・リポートの検討
を中心に―」『立教経済学研究』第３６巻 第２号 １９８２年 １０４ページ。

１８ A. D. Chandler, Jr., op. cit., p.５６. 有賀裕子 前掲訳書 ７１ページ。
１９ 詳しくは高浦教授の研究（高浦忠彦 前掲論文（１９８２） 高浦忠彦 前掲書）

を参照。
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会計面においても，Johnson社からの継承が多く見られる。Johnson社からDu
Pont社への会計面における継承についての主な先行研究は以下の４本である。
① H. Thomas Johnson,“Management Accounting in an Early Integrated

Industrial: E.I. du Pont de Nemours Powder Company,１９０３―１９１２”, Business
History Review, Summer,１９７５, pp.１８４―２０４.

② 高寺貞男・醍醐聰『大企業会計史の研究』同文舘 １９７９年 １８１―２１８ページ。
③ 田中隆雄『管理会計発達史』森山書店 １９８２年 ２９―８６ページ。
④ 高浦忠彦「ジョンソン社の財務管理―１８８９年度アニュアル・リポートの検

討を中心に―」『立教経済学研究』第３６巻 第２号 １９８２年 ９７―１５３ページ２０。
H. Thomas Johnsonは①において，２０世紀初頭のDu Pont社における投資利

益率を軸とした集権的会計システムについて，その背景とともに検討している。
その中で，Johnson社からDu Pont社への会計面での継承については，触れら
れてはいるが，Du Pont社の会計実務に対する検討が主であるため，部分的に
しか扱っていない。

高寺貞男教授２１は②において，①の論文をもとにして，さらにJohnson社（主
に子会社であるLorain市街鉄道，Lorain Steel社）の実務を紹介することによっ
て，鉄道会計システムからDu Pont社の重層的管理会計システムのサブシステ
ムへの繋がりを論証している。その中で，Frederick W. Taylorによって鉄道
会計システムを製造業に適合させられたシステムが，P. S. du Pont，A. J.
Moxham，Russell H. Dunhamを媒介としてDu Pont社に伝播し，Du Pont社の
会計システム設計に大きな影響を与えたことを強調している。

③では，田中隆雄教授が，Johnson社の子会社であるSteel Motor社の会計シ
ステム構築に対するF. W. Taylorの貢献を明らかにしている。加えて，F. W.
Taylorの原価管理システムのJohnson社全体への浸透，および意思決定目的の
投資利益率利用や予算についてまで，同社における幅広い会計実務に関して検
討がなされている。

２０ 高浦教授は，この原稿をもとに「キャピタリゼーションと資本利益率」（高浦
忠彦『資本利益率のアメリカ経営史』中央経済社 １９９２年 ３９―７１ページ）を執
筆している。

２１ ②は共著であるが，当該部分は高寺貞男教授が担当している。
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④で高浦忠彦教授は，後述するJohnson社における１８９９年のAnnual Report
をめぐる議論について再評価を行うべく，当時のJohnson社の経営状況と財務
状況を精査した上で，当該問題の結論を導いている。

いずれの研究もJohnson社の会計実務がDu Pont社へと継承されているとい
う点においては共通しているが，それぞれ様々な面で解釈の違いはある。その
中で本章においては，上述した，１８９９年のAnnual Reportに記されている，
Lorain市街鉄道の資産再評価の表に書かれている数値が自己資本利益率計算に
よるものか，資本金利益率計算によるものかという議論についてのみ取り上げ
る。①においてH. T. Johnsonは，Johnson社の「Lorain報告書は，会社の諸活
動（不動産開発，市街鉄道，動力発電）の純利益，および投資利益率の双方を
示していた２２」と述べ，P. S. du PontがDu Pont社の会計・内部報告システムを
作成した際の明確なモデルと位置付けている。その上で，Lorain市街鉄道の投
資利益率計算は後のDu Pont社の式と異なり，総資本ではなく，株主投資と利
益を結びける形で計算されていたとしている２３。

これに対して高浦教授は，H. T. Johnsonが上述の①の中でLorain市街鉄道
の実務がJohnson社内すべてにおいて制度化されていたとした点や，１８９９年の
Annual Reportの資産再評価の表における計算が自己資本利益率であったとし
た点，この自己資本利益率計算がDu Pont社の総資本と利益を結びつける投資
利益率計算へと繋がるとした点に疑問を呈した上で，Johnson社の歴史や当時
の財務状況を精査している。その上で，Johnson社の１８９９年Annual Reportの
計算は「未だ資本金利益率計算のレヴェルであり，……自己資本利益率の計算
と解してデュポン社の資本利益率計算に連続させていく，ジョンソン氏，田中
隆雄氏等の見解には賛成できない２４」と述べ，高寺教授の述べるサブシステム
と資本金利益率についてのみ，Du Pont社への連続性が認められるとした２５。
そして，最終的に，その利用目的はキャピタリゼーションにあると結論付けた２６。

２２ H. T. Johnson, op. cit., p.１９４.
２３ Ibid., p.１９４. Note３５.
２４ 高浦忠彦 前掲論文（１９８２） １４２―１４３ページ。
２５ 同上論文 １４２―１４３ページ。
２６ 詳しくは高浦教授の著書（高浦忠彦 前掲書）を参照。
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田中教授はもう少し中庸的な見解を示している。田中教授は，１８９９年のAn-
nual Reportの計算について，H. T. Johnsonと高浦教授のどちらの見解も理解
できるとし，断定を避けている。しかしながら，Du Pont社における投資利益
率の形成，発展に関して，その萌芽をJohnson社に求めることに関しては，H.
T. Johnsonと同じ見解に立っている。田中教授は，さらに，投資利益率の発想
自体もJohnson社を萌芽とし，そのヒントは配当率にあったのではないかと自
身の見解を記している２７。

さて，これらの先行研究での議論を踏まえた上で，次章以降における議論の
前提として筆者の考えを明確にしておくこととする。

第Ⅰ章でも述べたが，筆者は産業革命期にはすでに投資利益率概念が存在し
ており，経営者にとっての投資利益率の基底は投資回収計算にあると考えてい
る。資本主義経済において，拡大再生産をその目的とする以上，経営管理者は
その内部効率性に着目せざるを得ず，事業への投資によって固定化されてしま
う資本の回収を第一に考えることは当然のことである。したがって，経営管理
上，経営者が投資利益率を計算しないことなどあり得ない。問題はそこではな
く，経営管理において，会計システムと投資利益率が，資本主義の各発展段階
において，個々の企業でどのように結びつけられ精緻化されていたかというこ
とである。その意味で，企業内部の経済性計算としての投資利益率がJohnson
社の会計システムの中でどのように位置づけられ，その中で投資利益率がどの
ような機能を発揮していたのか，そしてJohnson社の実務がDu Pont社内でど
のように精緻化されていくのか，すなわち，Johnson社とDu Pont社の会計実
務の違いはどこにあり，その変化をもたらしたものは何かという視点で
Johnson社の会計実務との比較・検討を行う必要がある。

また，上述したように，経営管理者が拡大再生産を目的に，投資回収を至上
命題とし，投資の内部効率性に着目して投資利益率計算を展開する以上，上記
目的のために，経営管理上用いられる投資利益率を算定する際の分母は，貸借
対照表の借方の数値，すなわち機能資本を用いる以外にない。つまり，投資利
益率の分母に貸借対照表の貸方側の数値を用いる計算は，経営管理上，副次的
なものとして捉える必要がある。当然，Du Pont社の管理会計システムも，機能

２７ 田中隆雄『管理会計発達史』森山書店 １９８２年 ７１―７３ページ。
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資本をその分母とする投資利益率が軸に据えられていたことは言うまでもない。
以上を前提に，Johnson社とDu Pont社の会計システムの比較・検討を行っ

ていく。まずは，簡単にJohnson社の歴史を紹介する。

Ⅳ．Johnson社の歴史

Johnson社（the Johnson Company）は１８８３年にTom L. Johnsonによって創
業された市街鉄道会社である。１８６９年，T. L. Johnsonがまだ１５歳の時，彼は
Alfred V. du Pont２８達の経営するKentucky州Louisvilleの馬車鉄道会社（horse-
car line）の記帳係兼出納係（a bookkeeper and casher）として雇われること
となった２９。T. L. Johnsonは同社での働きが買われ，１８７３年には上記馬車鉄道
会社の支配人（superintendent）に登用された。T. L. Johnsonは発明好きとし
て知られており，１８７２年に市街鉄道の料金箱の特許取得に始まり様々な特許を
取得した。中でも１８８３年に取得したガーダー・レール（girder rail）の特許は
非常に重要で，後のJohnson社の事業活動の中心となる特許であった。T. L.
Johnsonは１８７６年にIndiana州Indianapolisの市街鉄道（馬車）会社を，そして，
１８７９年にはOhio州Clevelandの市街鉄道会社を買収していた。これらの鉄道運
営を経験したことにより新しいガーダー・レールの必要性を認識したことが，
上述の特許へと結実した３０。

T. L. Johnsonは，１８８３年に上述のガーダー・レールの特許をもとにthe
Johnson Steel Street Rail Companyを設立している。その際，レールの圧延工
程に特許を持つ，A. J. Moxhamとの提携がなされた。さらに，１８８８年には
Pennsylvania州Johnstownに圧延工場（a rolling mill）を建設し，鋼レールの
自製に乗り出した。このことに伴い，社名をThe Johnson Companyに改称し
た。Johnson社はレールの他に転轍器（switches），轍叉（frogs），渡り線（cross-
over）などの特殊鉄道装置の分野にも早くから参入していた３１。

２８ Du Pont社の創業者Eleuthere Irenee du Pontの長男Alfred V.P. du Pontの子。
２９ Michael Massouh,“Technological and Managerial Innovator: The Johnson

Company,１８８３―１８９８”, Business History Review, Vol. L, No.１, Spring,１９７６, p.４９.
３０ 高浦忠彦 前掲論文（１９８２） １０９ページ。
３１ M. Massouh, op. cit., p.４６, p.５０. 高浦忠彦 前掲論文（１９８２） １０９ページ。
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１８３０年代にはすでにNew Yorkに市街馬車（horse dawn streetcars）が出現
していたが，１８７０年代以降の都市化の進展は大量輸送の必要性を高めた。１８７３
年のケーブル・カー（cable car）の導入や１８８８年の電車（electric traction）
の導入は都市発展の証であった。電車の導入に伴い，１８９０年から１９０２年にかけ
て，２１，０００マイルもの新しい電気市街鉄道用線路が敷設された。Johnson社は
おそらくこの需要に対する主要なサプライヤーであった３２。市街鉄道用の線路
は他の交通の妨げになってはならず，しかも電車の重量に耐えうるものである
必要があったため，従来の鉄道用のＴ型レールは流用できなかった。一方で，
Johnson社のガーダー・レールは電気市街鉄道用線路として最適なものであっ
た３３。このような背景により初期のJohnson社の業績は好調であった。しかし，
ガーダー・レールの特許権を喪失した１８９３年以降，Johnson社の経営は暗転し
ていく。

アメリカ資本主義史上１９世紀において最も深刻な恐慌３４に直面した１８９３年は，
Johnson社にとって，非常に大きな意味を持つ年となった。同年５月，
Johnson社の後援者であり大株主でもあるA. V. du Pontが亡くなった。彼の遺
産は約＄２，２００，０００であったが，その半分がJohnson社に投資されていた。A.
V. du Pontの株式の大半は１９０２年のDu Pont社再編の中心人物であるT. C. du
PontとP. S. du Pont，Alfred I. du Pontへと相続された。特にT. C. du Pontと
P.S. du Pontは既述のとおりJohnson社の主要ポストに就き，その繋がりは深
いものとなった３５。

また，上述したとおり，Johnson社がガーダー・レールの特許を失ったのも
１８９３年であった。当時，鉄道の倒産によって蒸気鉄道用レール市場を縮小され
た鉄鋼会社が，Johnson社の特許喪失を機に，新たな市場を求めて市街鉄道用
レール市場に参入し３６，Johnson社は競争への対応を迫られた。

３２ M. Massouh, op. cit., pp.４７―４８.
３３ 田中隆雄 前掲書 ３２―３３ページ。
３４ エリ・ア・メンデリソン著 飯田貫一訳『恐慌の理論と歴史〈第４分冊〉』青

木書店 １９６１年 ９１ページ。
３５ M. Massouh, op. cit., p.５７. A. D. Chandler, Jr. and S. Salsbury, op. cit., p. ２５,

p.２７.

駿河台経済論集 第２５巻第２号（２０１６）

１６２



競争に対し，Johnson社は鉄鉱石から最終製品であるレールの生産に至るま
での生産を一貫化する方針をとった３７。銑鋼一貫プラントはBessemer式プラン
トと呼ばれ，Ohio州Lorainに建設されることとなった。１８９５年４月には，最初
の鋼材生産に着手し，１８９７年までには，主たる利益の源泉はレールに移転した３８。

また，１８９３年には電装品部門も拡充された。１８９１年，Johnson社は傘下の市
街鉄道会社の電動モーターやその他の電装品を修理するために，Clevelandに
おいて，The Johnson Electric Companyを発足させていた。同社は，１８９３年
に電動モーター等の製造に着手し，社名をThe Steel Motor Companyに変更
した。同社は１８９５年に，Johnson社の一部門となり，１８９６年，Johnstownへの
移転を機に，T. C. du Pontの指揮下に入った。さらに，１８９４年に新たにThe
Nassau Electric Railroad Company（New York州Brooklyn）とThe Detroit Citi-
zen’s Street Railway Company（Michigan州Detroit）という市街鉄道会社２
社を設立し，合計６つの州で市街鉄道会社を運営するに至った。Johnson社傘
下の市街鉄道会社はいずれも財務的にうまくいっており，特に新設された２社
の規模は大きかった３９。

このように，特許喪失とともに曝された競争に対して，Johnson社は積極的
な拡張政策をとり，この政策は成功したように見えた。しかし，それは一時的
なものに過ぎなかった。このことを裏付けるのが図表２である。図表２は
Johnson社の１８９０年から１８９６年までの利益推移を示している。図表２を確認す
ると，１８９２年までは特許もあり順調に利益をあげている。そして，１８９３～９４年
は恐慌の影響から，総利益が１８９２年の半分ほどまで下がっている。１８９３年の恐

３６ １８９３年にはTidewater Steel Company，１８９４年にはHomestead Steel Worksが
参入した（M. Massouh, op. cit., pp.５５―５６）。

３７ Johnson社はそれまで鋼在を自製せず，外部から購入していた。しかし，従来
の方法ではほとんど利益をあげることができず，同社の利益は，転轍器などの
ガーダー・レールを用いた特殊装置の生産によるところが大きかった。特許喪
失により，製品の価格下落を予想したA. J. Moxhamは一貫生産に踏み切った（田
中隆雄 前掲書 ３３―３４ページ。高浦忠彦 前掲論文（１９８２） １１３―１１４ページ。
Michael Massouh, op. cit., p.５６）。

３８ M. Massouh, op. cit., p.５６. 田中隆雄 前掲書 ３４ページ。
３９ M. Massouh, op. cit., p.５１, pp.５８―５９, p.６１. 田中隆雄 前掲書 ３４ページ。
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慌の過程で顧客である市街鉄道会社の現金不足に対し，Johnson社は売上代金
を社債で受取るという方針により売上高の確保を図った。その一方で，自社の
運転資本不足に対しては，従業員への賃金支払いの２／３を，社債を担保とす
る証券で支払うなどの施策を講じていた。また，１８９４年には支払利息を減らす
ことで少しでも多くの純利益を確保しようと努めていることがわかる。しかし，
最も注目すべきは，１８９５～９６年である。この両年の総利益を確認すると，一見
１８９３年以降の拡張政策が功を奏したかのように見える。１８９５年は，上述の
LorainのBessemer式プラントの稼働が開始されたこともあり，総利益，純利
益ともに恐慌前の水準にまで戻っている。しかし，支払利息を確認するとそれ
までの最高額が１８９０年の＄３６，３８３．２５であるのに対し，１８９５年の＄１０２，０３２．１２
を経て，１８９６年には＄５２２，５５４．１８へと負担が増加している。結果，１８９６年の純
利益は＄１３，７６１．９６となってしまった。A. J. Moxhamによれば，１８９６年の総利
益からの主要控除額は，社債に対する利息＄１２６，０００と，１８９６年の異常な状態
に端を発する異常な程度の短期借入金に分類できるという。異常な状態とは
１８９５年末のStephen Grover Cleveland米大統領によるベネズエラ・メッセージ
に引き続いた注文の巨額なキャンセル，および納品の延期などによる原材料の
過剰在庫である。この事態により，運転資本不足となったJohnson社は恐慌時
に利子率が騰貴している時に，特別・短期借入金を＄１，０００，０００以上借りる必
要性が生じた４０。

４０ M. Massouh, op. cit., pp.６０―６２. 高浦忠彦 前掲論文（１９８２） １２２―１２４ページ。

図表２ Johnson社の利益推移

年 総 利 益 支払利息控除額 純 利 益

１８９０
１８９１
１８９２
１８９３
１８９４
１８９５
１８９６

＄６７９，１６１．２１
５３３，２５５．８２
６６８，６２８．８７
３６４，５２０．１４
２７５，９６４．２９
５７８，３７２．９７
５３６，３１６．１４

＄ ３６，３８３．２５
３２，９２６．２８
３１，３０３．３１
２９，６２６．９４
７，９６３．４９

１０２，０３２．１２
５２２，５４４．１８

＄６４２，７７７．９６
５００，３２９．５４
６３７，３２５．５６
３３４，８９３．２０
２６８，０００．８０
４７６，３４０．８５
１３，７６１．９６

〔出所〕Michael Massouh, Technological and Managerial Innovator:
The Johnson Company, １８８３―１８９８, Business History Review,
Vol. L, No.１, Spring,１９７６, p.６２.
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この結果，Johnson社は組織変革を余儀なくされ，鉄鋼部門や電装品部門は
売却されることとなった。１８９９年，Johnson社の鉄鋼部門はJ. P. Morganが支
配するthe Federal Steel Companyへ売却され，電動機部門はGEへ売却され，
Johnson社に はthe Sheffield Land Companyお よ びthe Lorain Street Railway
Companyのみが残された４１。これらの組織改革を終了させた１８９９年，A. J.
MoxhamはJohnson社の社長職を辞し，後任としてP. S. du Pontが就任するの
である。事業を大幅に縮小したJohnson社はP. S. du Pontのもと，the Sheffield
Land Companyとthe Lorain Street Railway Companyを中心に若干の新規事
業を追加して運営された。その後１９０２年にDu Pont社の社長であるEugene du
Pontが死去したことから，P. S. du PontはDu Pont社の経営に参画していく事
となる。Johnson社はその後細々と存続し，１９１０年頃に解散した模様である４２。

Ⅴ．Johnson社の会計システム

１．F. W. TaylorによるSteel Motor社の原価計算システム
前章を踏まえて，本章ではJohnson社の会計システムについて取り扱う。

Johnson社は１８９６年，Johnstownの転轍器工場および子会社Steel Motor社にF.
W. Taylorの会計システムを導入する４３。この年は，前述したとおり，最も困
難に直面した年であるが，不況による減収への対応策の一環としてF. W. Tay-
lorに会計システム作成を要請した。F. W. TaylorがJohnson社の会計システム
の改善に着手するのは，１８９６年２月以降のことであり，１８９７年１月ごろまでに
システム作りはひと段落した４４。Johnson社にF. W. Taylorが導入した会計シス

４１ M. Massouh, op. cit., pp.６４―６５.
４２ 高浦忠彦 前掲論文（１９８２） １１６―１１７ページ。

補足であるが，Johnson社の創設者であるT. L. Johnsonは，１８９０年に民主党か
ら出馬して下院議員に当選している。このことをきっかけに彼の関心は政治に
向き，１９０１年にはCleveland市長に就任し，１９０９年まで同職にあった。この市長
就任を機にT. L. Johnsonは実業界から手を引き政治に専念することとなった（高
浦忠彦 前掲書 ４４，４９―５０ページ）。

４３ このF. W. Taylorの会計システムおよびJohnson社の会計実務に関して，基本
的に田中隆雄教授の研究を参考にしている（田中隆雄 前掲書 ３７―５９ページ）。

４４ 田中隆雄 前掲書 ３９―４０ページ。
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テムについて概観する。
田中教授によると，F. W. TaylorがJohnson社のために導入した会計システ

ムの特徴は，システマティック・マネジメントの会計領域への適用にあるとの
ことである。伝票の処理，記帳の手順などについて，いくつかの原則を設定し，
それに従って日常業務を単純化し，正確かつ迅速に処理する。そして，Steel
Motor社の社長であるT. C. du Pontに対する手紙の中で，F. W. Taylorは，設
定された原則に対して，よほどのことがない限り例外を作るべきではないと記
した。また，F. W. Taylorの推奨する改善の神髄は工場管理のより一層の集中
であり，それぞれの管理事項別に標準細則を確立することによって，工場のあ
らゆる部において，同じことは同じように処理されるようになり，より良い結
果がもたらされるとも記されていた４５。

また，標準化された会計フォームによって，会計処理は単純化され，正確さ
と迅速性を両立させる条件が作られた。そして，会計に関する情報をできる限
り，作業指図書など生産活動を管理するうえで必要な書類から入手できるよう
に配慮し，事務量の増加による経費負担増を避けた。このことにより，生産管
理のシステム化と会計のシステム化が一体となって実施されることとなった４６。

F. W. Taylorの原価計算システムは，その目的に基づいて月次決算，日計表，
賃金の計算と計画室の設置，月次原価計算と間接費の配賦から成り，究極的に
はセグメント別月次損益計算書に集約された。F. W. Taylorの会計システムに
おいては，諸帳簿は，同じ帳簿から日計表や月次報告を作成するために，最大
限工夫されていた。

月次決算では，毎月末，元帳勘定の振替えによって製品原価および損益が計
算されていた。その目的は，直接費だけでなく間接費も考慮して，各製品の可
能な限り真実に近いコストを得ることと，当月中に販売された各製品の売上か
ら得られた，正確な利益ないし損失を詳細に表示することにあった４７。

日計表は，会社の重要事項の大部分について，できる限り，完全な残高とス
テイトメントを日計表（a daily exhibit）の形で提示した。例えば，現金勘定

４５ 同上書 ４０―４２ページ。
４６ 同上書 ４３ページ。
４７ 同上書 ４３―４５ページ。
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の日計表は現金の有高や受取勘定や支払勘定の日々の動きを把握することに
よって，支払不能を防ぐ。一方，適切な在庫管理のために，材料シートや製品
シートが用意され，そこには日々の変動が記載され，常に在庫が正確に把握さ
れた４８。

F. W. TaylorはSteel Motor社において，それまでの請負制から差別出来高
賃率制度を導入するために，作業場で遂行されるべき仕事を指図し，労働量や
出来高を知るための計画を用意した。差別出来高賃率制度は直接的に製造原価
低減に結びついた。F. W. Taylorはレイアウトおよび最善の作業方法を研究す
るため，事務所と工場の間に計画室を設置した。そこでは，指図書（written
order）が作成され，各労働者は指図書に基づいて作業を行った。Johnson社
では個別原価計算が採用され，直接材料費，直接労務費は，指図書別に集計さ
れた。F. W. Taylorは原価情報を記録計算するために，経理部門（Accounting
Department）とは別に，原価部門（Cost Department）を設置した。各労働
者は，自分自身の時間当たり生産高（his own time returns）を書き出し，時
間報告書（the time reports）の精度を高めると同時に，それを入手するため
の労働をなくすことができた。時間報告書は原価計算の基礎データとしても重
要であった。特に，間接費の配分基準として，賃金や機械時間などは，時間報
告書の数値を採用していた。Johnson社（Steel Motor社）では，時間カードに
労働者自らが記入を行い，記入された時間カードは，賃金係（pay roll clerk）
によって，賃金台帳に記入されたのちに，コスト・クラークにまわされ，ここ
で原価シートが記入された４９。

F. W. Taylorは，当月に発生したあらゆる種類の費用（直接費および間接費）
が，各月末に，当月に生産された製品に公平に配分（distributed）されること
を目的とし，月次原価計算と間接費の配賦を行った。F. W. Taylorはすべての
間接費をふたつに分類した。ひとつは，商業活動に必要な支出で，具体的には
販売費，旅費，事務所費，広告費などのグループで，これらの費用は各製品の
生産のために支払われた直接賃金の額に応じて，当月中に生産された製品に配
分された。いまひとつは，製造によって支出される作業場費（shop expenses）

４８ 同上書 ４５―４９ページ。
４９ 同上書 ４９―５３ページ。
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で，具体的には税金，保険，減価償却費，動力費，光熱費，給料などのグルー
プである。作業場費は機械ドル時間（機械価値と機械運転時間の積）によって
配分していた。したがって，月々の，機械１台当たりの時間当たり実際賃金は，
当月に製造された製品数量および当月の作業場費に応じて変化した５０。

そして，F. W. Taylorの会計システムは最終的にセグメント別月次損益計算
に集約された。F. W. TaylorがSteel Motor社用に作成した月次損益計算書の
フォームを確認すると，上１／３は月次損益の概略が示され，下２／３はその詳
細を記したもので，それぞれの製品の品種別損益が表示されるようになってい
る。加えて，概略，詳報ともに，前月の実績，前年同月の実績，当年前月まで
の月平均，前年同期間の月平均，前年全期間の月平均，当年当月までの累計な
どとの比較が可能であり，これらの実績を比較基準として，当月の実績の良否
を判断することができた。このような比較基準の記載はLorain市街鉄道の月次
報告書にも継承され，さらに，こうしたセグメント別業績評価はDu Pont社へ
と継承されることとなる５１。

このようなF. W. Taylorの生産，労働，原価などに関するあらゆる情報を記
録し，モノの流れ，情報の流れをルーティン化し，管理者は例外のみを管理す
るといった考え方５２はDu Pont社へも継承された。Du Pont社の経営陣は，管理
者たちを日常的管理から解放し，長期的政策活動に専念させるシステム作りに
苦心していた。

２．Johnson社における意思決定と業績評価
既述のように，２０世紀初頭のDu Pont社においては，投資利益率を投資回収

計算として念頭に置き，意思決定や業績管理の中心として機能していた。この
ようなDu Pont社の会計システムは，部分的にではあるがJohnson社からの継
承がみられる。

意思決定に関しては，１９０１年３月２５日付のLorain動力会社（Lorain Power
Company）の資金計画案が具体例として挙げられる。この計画案では，投資

５０ 同上書 ５３―５５ページ。
５１ 同上書 ５５―５９，７３―８６ページ。
５２ 同上書 ５９ページ。
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にあたって，投下資本に対して，どれだけ利益が獲得されるかという投資回収
計算や，製造原価の引下げにどのように貢献するかなどの投資効果が詳細に検
討されていた。この計画案は，主にLorain市街鉄道への電力供給量を増加させ
るために，Lorain市街鉄道とLorainガス会社の動力部門を統合し，これに追加
投資を行った上でLorain動力会社として独立させるという案であった。一方で，
Lorain動力会社設立以外にも，他社から電力供給を受けるという代替案につい
ても検討されていた。さらには，Lorain動力会社を設置する場合に，Lorain市
街鉄道とLorainガス会社のみに電力を供給する場合と，加えてその他の会社に
も販売する場合の検討がなされている。このようにいくつかの選択肢の中で，
それらの必要な設備投資額，必要資本およびその調達方法，電力の製造原価，
キロワットあたりの原価（配当金，社債利息，減価償却費を含む場合と含まな
い場合），販売価格，そして純利益などが計算された上で検討されていた５３。

業績評価に関しては，まず，予算制度をJohnson社において確認できる。
１８９９年のAnnual Reportにおいて，電車の運行，製造販売などの日常的な営業
活動に伴う支出以外の，設備費や配当金といった支出に関して，見積，実績，
既支出，未払残高が記載されている。田中教授によれば，鉄道会社の軌道，不
動産会社の販売用建物，下水管等の工事予算が作成され，それらに基づいて，
工事が施行され，予算を超過した場合には，予算の修正が行われていたそうで
ある。一方で，日常的な営業活動に対しては，F. W. TaylorがSteel Motor社
に導入したシステムを全社的に発展させ，月次事業報告書に基づいて管理を
行っていた。月次事業報告書では当月の活動が，Steel Motor社においてと同
様に，過去の実績と比較できるようになっていた。月次事業報告書はJohnson
社全体の総括表と傘下子会社の個別表に分類されていた。総括表では各部門の
売上が表示され，それに対して，社債利息，配当，借入金の控除項目を差し引
いた上で月次純利益が表示され，個別表では各社の詳細が記されていた。中で
も，Lorain市街鉄道の月次報告書は他の子会社と比べて詳しいものであった５４。

上述のような予算管理の側面や，現場管理の側面で比較基準をもとに管理を
行うなど，２０世紀初頭のDu Pont社へと繫がる部分は多くある。しかし，Du

５３ 同上書 ７０―７１ページ。
５４ 同上書 ６９―８３ページ。
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Pont社における業績管理において特筆すべきは，目標投資利益率を基礎に予
算が設定され，この数値を比較対象として個人の業績管理が行われていた点に
ある。そのようなプロセスはJohnson社において見られず，その点がJohnson
社の会計システムとDu Pont社の会計システムとの大きな差異である。

３．Johnson社とDu Pont社における生産環境の違い
上述したように，２０世紀初頭におけるDu Pont社会計システムの先進性は，

投資利益率をすべての管理活動の中心概念として据えたところにある。具体的
には，投資利益率を，投資回収計算を基礎においた全社的業績評価のみにだけ
でなく，財務部に会計情報を集中させる集権的会計システムの軸としても利用
し，投資利益率に基づいた，予算管理や意思決定を行っていたところである。
さらに，組織的変化と連動する形で投資利益率の分解式に基づいた業務部門の
業績管理システムを導入し，それまでの投資利益率に基づいた各指標の予算お
よび見積原価の設定，およびその数値に基づいた個人の管理がよりシステマ
ティックにできるようになった。そして，それがデュポン・チャート・システ
ムへと繋がり，最終的には投資利益率自体が各部門管理者の個人責任と明確に
結合するにいたるのである。

一方，Johnson社においても投資利益率における個別意思決定を目的とした
投資利益率の利用が確認でき，また，日々の営業活動にともなう支出以外の支
出について，見積額と実績額を比較するといった予算管理が確認できる５５。

両者の明確な相違点として，投資利益率を軸とした予算管理の有無が挙げら
れるが，この違いは両社の取り扱う製品の違いからもたらされる生産システム
の違い，すなわち大量生産か受注生産かの違いに起因するものである。会計の
存立基盤は生産にあり，生産システムの変化はそのまま会計システムの変化へ
とつながる。

Johnson社は市街鉄道運営，および市街鉄道関連製品を受注生産する企業で
あり，原価計算は既述のとおり個別原価計算であった。対して，説明するまで
もないが，Du Pont社は規格品である火薬製品の大量生産を行っており，総合
原価計算を採用していた。Du Pont社の投資利益率を軸とした予算管理は，こ

５５ 同上書 ６９―７１ページ。

駿河台経済論集 第２５巻第２号（２０１６）

１７０



の大量生産システムを存立基盤としている。Du Pont社においては，規格品を
大量に連続して生産し続けていたがゆえに，図表１の投資利益率の分解式の流
れに沿って，目標投資利益率から逆算し，許容原価を算出し，それを予算化し，
それを管理目標として設定することが可能となった。

一方で，Johnson社では，業績管理において，製品ごとに投資利益率の分解
式に沿っていき，最終的に個人の責任と結びつけるというDu Pont社のような
プロセスは見られない５６。これは，上述したようにJohnson社が市街鉄道運営，
および市街鉄道関連製品を受注生産する企業であったことに起因する。
Johnson社は上述の理由から個別原価計算を採用しており，注文ごとに製造指
図書を発行していた。したがって，目標投資利益率を生産と完全にリンクさせ
て，全社的目標投資利益率から各製品別の許容原価を算出し，予算化し，それ
を個人の責任と結びつけるというプロセスを実行することは，システムの構造
上難しかった。

Johnson社の会計システムの中で，投資利益率は主に個別意思決定目的で用
いられていた。業績管理については，非日常的な営業活動以外の支出に関して
は予算管理が，そして，日常的な営業活動に関しては過去の実績との比較によ
る管理が確認できた。そして，Johnson社の実務が，P. S. du Pontらを介して
Du Pont社へと伝わった。Johnson社とは異なりDu Pont社が大量生産を行っ
ていたことから，Johnson社の会計実務はDu Pont社内で精緻化され，投資利
益率を軸とした集権的会計システムが完成した。Du Pont社では，集権的会計
システムで財務部に集中された情報をもとに予算管理や意思決定を行っていた。
さらに，当初から潜在的には意識されていたであろう投資利益率の分解式を，

５６ 既述のとおり，１９１４年の投資利益率の分解式の意義は，投資利益率へ影響す
るそれぞれの指標の有機的な関連性を明示したことであり，注１１にあるように，
１９１４年以前のDu Pont社においても，［R＝］G（投下資本の回転率）×g（売上高利
益率）として用いられていた。藤森三男教授によれば，学説上，分解式は１８９２年
のAlfred Marshall（Alfred Marshall, Elements of Economics of Industry, London,
１８９２）までさかのぼれるという（藤森三男「デュポンシステムの再検討」『三田
商学研究』第２２巻 第２号 １９７９年）。したがって，遅くともそれ以前の実務に
おいて，投資利益率とそれぞれの指標の有機的な関連性は認識されていたこと
になる。

Johnson社の会計システムの意義

１７１



部門業績管理のために明示化したことにより，よりシステマティックに業績管
理を行うことが可能となった。

Ⅵ．総 括

本稿では，Johnson社がDu Pont社の投資利益率を軸とした会計システムに
多大な影響を与えたこと，そして，Du Pont社における投資利益率を軸とした
会計システムが先進性を持つに至った決定的理由，この２点を明らかにするた
めに投資利益率というキーワードを軸に両社の会計システムを概観してきた。
その際，企業内部の経済性計算としての投資利益率がJohnson社の会計システ
ムの中でどのように位置づけられ，その中で投資利益率がどのような機能を発
揮していたのか，そしてJohnson社の実務がDu Pont社内でどのように精緻化
されていくのか，すなわち，Johnson社とDu Pont社の会計実務の違いはどこ
にあり，その変化をもたらしたものは何かという視点で，Du Pont社の会計実
務とJohnson社の会計実務との比較・検討を行った。

Johnson社ではF. W. Taylorの考案した原価管理システムをもとに管理を
行っていた。F. W. Taylorは伝票の処理，記帳の手順などについて，いくつか
の原則を設定し，それに従って日常業務を単純化し，正確かつ迅速に処理させ
た。そして，F. W. Taylorは，設定された原則に対して，よほどのことがない
限り例外を認めなかった。また，F. W. Taylorの推奨する改善の神髄は工場管
理のより一層の集中であり，それぞれの管理事項別に標準細則を確立すること
によって，工場のあらゆる部において，同じことは同じように処理されるよう
になった。

また，標準化された会計フォームによって，会計処理は単純化され，正確さ
と迅速性を両立させる条件が作られた。そして，会計に関する情報をできる限
り，作業指図書など生産活動を管理するうえで必要な書類から入手できるよう
に配慮し，事務量の増加による経費負担増を避けた。このことにより，生産管
理のシステム化と会計のシステム化が一体となって実施されることとなった。

F. W. Taylorの原価計算システムは，その目的に基づいて月次決算，日計表，
賃金の計算と計画室の設置，月次原価計算と間接費の配賦から成り，究極的に
はセグメント別月次損益計算書に集約された。F. W. Taylorの会計システムに
おいては，諸帳簿は，同じ帳簿から日計表や月次報告を作成するために，最大
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限工夫されていた。
F. W. Taylorの会計システムは最終的にセグメント別月次損益計算に集約さ

れた。F. W. TaylorがSteel Motor社用に作成した月次損益計算書のフォーム
を確認すると，上１／３は月次損益の概略が示され，下２／３はその詳細を記し
たもので，それぞれの製品の品種別損益が表示されるようになっていた。加え
て，概略，詳報ともに，前月の実績，前年同月の実績，当年前月までの月平均，
前年同期間の月平均，前年全期間の月平均，当年当月までの累計などとの比較
が可能であり，これらの実績を比較基準として，当月の実績の良否を判断する
ことができた。このような比較基準の記載はLorain市街鉄道の月次報告書にも
応用され，さらに，こうしたセグメント別業績評価はDu Pont社へと継承され
ていった。

既述のように，２０世紀初頭のDu Pont社においては，投資利益率を投資回収
計算として念頭に置き，意思決定や業績管理の中心として機能していたが，こ
のようなDu Pont社の会計システムは，部分的にではあるがJohnson社からの
継承がみられる。

意思決定に関しては，１９０１年３月２５日付のLorain動力会社（Lorain Power
Company）の資金計画案が具体例として挙げられ，この計画案では，投資に
あたって，投下資本に対して，どれだけ利益が獲得されるかという投資回収計
算や，製造原価の引下げにどのように貢献するかなどの投資効果が詳細に検討
されていた。この計画案は，いくつかの選択肢の中で，それらの必要な設備投
資額，必要資本およびその調達方法，電力の製造原価，キロワットあたりの原
価（配当金，社債利息，減価償却費を含む場合と含まない場合），販売価格，
そして純利益などが計算された上で検討されていた。

業績評価に関しては，予算制度をJohnson社において確認できる。１８９９年の
Annual Reportにおいて，電車の運行，製造販売などの日常的な営業活動に伴
う支出以外の，設備費や配当金といった支出に関して，見積，実績，既支出，
未払残高が記載されている。鉄道会社の軌道，不動産会社の販売用建物，下水
管等の工事予算が作成され，それらに基づいて，工事が施行され，予算を超過
した場合には，予算の修正が行われていた。一方で，日常的な営業活動に対し
ては，F.W. TaylorがSteel Motor社に導入したシステムを全社的に発展させ，
月次事業報告書に基づいて管理を行っていた。月次事業報告書では当月の活動
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が，Steel Motor社においてと同様に，過去の実績と比較できるようになって
いた。月次事業報告書はJohnson社全体の総括表と傘下子会社の個別表に分類
されていた。総括表では各部門の売上が表示され，それに対して，社債利息，
配当，借入金の控除項目を差し引いた上で月次純利益が表示され，個別表では
各社の詳細が記されていた。

以上のように，Johnson社の会計システムの中で，投資利益率は主に個別意
思決定目的で用いられていた。業績管理については，非日常的な営業活動以外
の支出に関しては予算管理が，そして，日常的な営業活動に関しては過去の実
績との比較による管理が確認できた。そして，Johnson社の実務が，P. S. du
Pontらを介してDu Pont社へと伝わった。Johnson社とは異なりDu Pont社が
大量生産を行っていたことから，Johnson社の会計実務はDu Pont社内で精緻
化され，投資利益率を軸とした集権的会計システムが完成した。Du Pont社で
は，集権的会計システムで財務部に集中された情報をもとに，予算管理や意思
決定を行っていた。さらに，当初から潜在的には意識されていたであろう投資
利益率の分解式を，部門業績管理のために明示化したことにより，投資利益率
と有機的に関連する各指標が予算管理と明確に結びつき，よりシステマティッ
クに業績管理を行うことが可能となった。すなわち，Johnson社の受注生産か
らDu Pont社の大量生産へという生産環境の変化が，投資利益率と予算管理を
結びつけ，これが投資利益率を軸とした集権的会計システム生成の基盤となっ
たのである。

参考文献

Ⅰ．欧文
１．書籍

Brown, Donaldson.（１９７７）Some Reminiscences of an Industrialist, Hive Publishing
Company, Easton.

Chandler, Alfred D. Jr.（１９６２）Strategy and Structure: Chapters in the History of the In-
dustrial Enterprise, Cambridge, Massachusetts（有賀裕子訳（２００４）『組織は戦略に
従う』ダイヤモンド社）。

Chandler, Alfred D. Jr., and Salsbury, Stephen.（１９７１）Pierre S. du Pont and the Mak-

駿河台経済論集 第２５巻第２号（２０１６）

１７４



ing of the Modern Corporation, New York.
Dale, Earnest（１９６０）The Great Organizers, New York（岡本康雄訳（１９６８）『大企業

を組織した人々』ダイヤモンド社）。
Johnson, H. Thomas.（１９８０）System and Profits: Early Management Accounting at Du-
Pont and General Motors, Arno Press, New York.

Marshall, Alfred（１９８２）Elements of Economics of Industry, London.
Smith, Adam（１７７６）An Inquiry into the Nature and Causes of the Wealth of Nations.
〔edited, with an introduction, notes, marginal summary and an enlarged index by
Edwin Cannan, ５th edition, London, １９３０, vol. I.〕（大内兵衛・松川七郎訳『諸国民
の富』Ⅰ 岩波書店）。

２．論文
Johnson, H. Thomas.（１９７５）“Management Accounting in an Early Integrated In-

dustrial: E.I. du Pont de Nemours Powder Company, １９０３―１９１２”, Business History
Review, Summer.

Massouh, Michael.（１９７６）“Technological and Managerial Innovator: The Johnson
Company,１８８３―１８９８”, Business History Review, Vol. L, No.１, Spring.

Ⅱ．和文
１．書籍

上総康行（１９８９）『アメリカ管理会計史 上巻 萌芽期―生成期』同文舘。
高梠真一（２００４）『アメリカ管理会計生成史―投資利益率に基づく経営管理の展開―』

創成社。
高浦忠彦（１９９２）『資本利益率のアメリカ経営史』中央経済社。
高寺貞男 醍醐聰（１９７９）『大企業会計史の研究』同文舘。
竹田範義・相川奈美（２０１４）『会計のリラティヴィゼーション』創成社。
田中隆雄（１９８２）『管理会計発達史―アメリカ巨大製造会社における管理会計の成

立―』森山書店。
谷武幸（１９７６）『事業部業績評価会計』千倉書房。

２．論文
麻場勇佑（２０１２）「デュポン火薬会社における管理会計の成立過程―１９１４年の投資利

益率の分解公式化」『経営会計研究』第１６号。
高浦忠彦（１９８０）「利潤率と資本利益率について⑴」『立教経済学研究』第３３巻 第

Johnson社の会計システムの意義

１７５



４号。
高浦忠彦（１９８２）「ジョンソン社の財務管理―１８８９年度アニュアル・リポートの検討

を中心に―」『立教経済学研究』第３６巻 第２号。
藤森三男（１９７９）「デュポンシステムの再検討」『三田商学研究』第２２巻 第２号。

駿河台経済論集 第２５巻第２号（２０１６）

１７６


